
 

 

平成 21 年７月１日 

 

 

平成 22 年度以降の定員管理について 

～新たな定員合理化計画を閣議決定～ 

 

 

 

行政需要に応じた大胆な定員の再配置と行政のスリム化を推進するた

め、平成 22 年度以降の５年間で 10％以上の定員合理化を行うことを内容

とする、新たな定員合理化計画を別添のとおり閣議決定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

本件問い合わせ先 

総務省行政管理局（定員総括） 

管理官 住澤 整 

企画官 稲垣好展、専門官 安仲
やすなか

陽一 

電話：5253-5311（直通） 

 



新たな定員合理化計画等の概要 

 

 

経済財政改革の基本方針2009（平成21年６月23日閣議決定）に基づき、

下記の方針により、平成22年度以降の定員管理を行うものとする。 

 

記 

 

１ 国の行政機関の定員（自衛官を除く。）について、行政需要の変化に

対応したメリハリのある定員配置を実現する観点から、府省内はもと

より府省の枠を越えた大胆な定員の再配置を行うとともに、行政のス

リム化を推進するため、平成22年度から平成26年度までの５年間に平

成21年度末定員の10％以上を合理化することとし、以下により、定員

合理化を実施するものとする。 

 

(1) 平成22年度の合理化目標数 

平成22年度においては、平成21年度末定員の２％以上を合理化す

ることとし、合理化目標数を6,066人とする（府省毎の合理化目標数

は別表のとおり。）。 

 

(2) 平成23年度以降の４年間の合理化目標数 

平成23年度から平成26年度までの４年間の各府省の合理化目標数

については、平成21年中を目途に策定するものとされた出先機関の

改革大綱等を踏まえた業務・組織の徹底した合理化を反映させて策

定するものとする。 

 

２ 以上のほか、出先機関改革に係る工程表に沿って出先機関の事務・

権限の移譲に伴う人員の地方移管等を進めるための取組を行う。 



 

【平成22年度の各府省の合理化目標数】 

府 省 ２１年度末定員 目 標 数 

内 閣 の 機 関 ８１３人 ９人 

内 閣 府 本 府 ２，３６０人 ４６人 

宮 内 庁 １，０３４人 １５人 

公 正 取 引 委 ７７９人 １２人 

国 家 公 安 委 ７，６６０人 １２６人 

金 融 庁 １，４６２人 ２１人 

消 費 者 庁 ２０２人 ０人 

総 務 省 ５，３８９人 １１７人 

公 害 調 整 委 ３６人 ０人 

法 務 省 ５１，８６６人 ９６４人 

外 務 省 ５，６９７人 １２１人 

財 務 省 ７１，４９９人 １，３２８人 

文 部 科 学 省 ２，１９２人 ４６人 

厚 生 労 働 省 ３２，７４２人 ７１２人 

農 林 水 産 省 ２５，３１３人 ６８２人 

経 済 産 業 省 ８，６２６人 １６８人 

国 土 交 通 省 ６０，９００人 １，１９０人 

環 境 省 １，２２４人 ２１人 

防 衛 省 ２２，４６９人 ４８８人 

合    計 ３０２，２６３人 ６，０６６人 

 



平成22年度以降の定員管理について 

 

平成21年７月１日 

閣 議 決 定 

 

 経済財政改革の基本方針2009（平成21年６月23日閣議決定）に基づき、下記

の方針により平成22年度以降の定員管理を行うものとする。 

 

記 

 

１ 内閣の機関及び各府省（以下「各府省」という。）の国家公務員（自衛官

を除く。以下同じ。）については、行政需要の変化に対応したメリハリのあ

る定員配置を実現する観点から、府省内はもとより府省の枠を越えた大胆な

定員の再配置を行うとともに、行政のスリム化を推進するため、平成22年度

から平成26年度までの５年間（以下「計画期間」という。）に平成21年度末

定員の10％以上を合理化することとし、以下により、定員合理化を実施する

ものとする。 

 

(1) 平成22年度においては、平成21年度末定員の２％以上を合理化すること

とし、各府省の合理化目標数は、別表のとおりとする。 

 

(2) 平成23年度から平成26年度までの４年間の各府省の合理化目標数は、出

先機関改革に係る工程表（平成21年３月24日地方分権改革推進本部決定）

において平成21年中を目途に策定するものとされた出先機関改革に関する

地方分権改革推進計画（改革大綱）等を踏まえた業務・組織の徹底した合

理化を反映させて策定するものとする。 

 

(3) 独立行政法人等への移行により定員が減少する府省については、当該府

省の合理化目標数のうち移行時点で未実施の合理化目標数から、移行した

部門に係る合理化目標数を控除したもの（総務大臣が当該府省の長と協議

の上で定めるもの）を新たな合理化目標数とする。 

 



(4) 別表に掲げる合理化目標とは別に、事務・事業の見直しの進展に応じ、

定員の合理化に努めるものとする。 

 

(5) 各府省の長は、計画期間において、引き続き、各四半期末における欠員

の状況を翌月末日までに総務大臣に報告するものとする。 

 

２ 各府省の国家公務員の定員管理の円滑化に資するため、府省間配置転換の

推進に努めるものとする。 

 

３ 公庫等の職員についても、経営の実態に応じ、上記１に準じて措置するも

のとする。 

 

４ 以上のほか、出先機関改革に係る工程表に沿って出先機関の事務・権限の

移譲に伴う人員の地方移管等を進めるための取組を行う。 

 

 

 

 



別 表 

府 省 名 平成２１年度末定員 合理化目標数 

内 閣 の 機 関 ８１３ ９ 

内   閣   府 ２，３６０ ４６ 

宮   内   庁 １，０３４ １５ 

公 正 取 引 委 員 会 ７７９ １２ 

国 家 公 安 委 員 会 ７，６６０ １２６ 

金   融   庁 １，４６２ ２１ 

消 費 者 庁 ２０２ ０ 

総   務   省 ５，３８９ １１７ 

公害等調整委員会 ３６ ０ 

法   務   省 ５１，８６６ ９６４ 

外   務   省 ５，６９７ １２１ 

財   務   省 ７１，４９９ １，３２８ 

文 部 科 学 省 ２，１９２ ４６ 

厚 生 労 働 省 ３２，７４２ ７１２ 

農 林 水 産 省 ２５，３１３ ６８２ 

経 済 産 業 省 ８，６２６ １６８ 

国 土 交 通 省 ６０，９００ １，１９０ 

環   境   省 １，２２４ ２１ 

防   衛   省 ２２，４６９ ４８８ 

合   計 ３０２，２６３ ６，０６６ 

（注１）平成21年度末定員は、地方警務官及び「国の行政機関の定員の純減について」（平

成18年６月30日閣議決定）に定める業務の大胆かつ構造的な見直しによる純減数のう

ち平成22年度当初に減員することとしている数を除いたものである。 

（注２）内閣府の数は宮内庁及び外局に係る数を除いたもの、総務省の数は公害等調整委員

会に係る数を除いたものである。 

 


